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東かがわ市住宅用クリーンエネルギー設備設置費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、地球温暖化の防止と市民の環境保全意識の高揚を図り、環境にやさしいまち

づくりを推進するため、東かがわ市住宅用クリーンエネルギー設備設置補助金（以下「補助金」

という。）の交付について必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

(１) 対象住宅 市内の家屋で、補助金の交付を受けようとする者が自ら居住しているもの（事

務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねる家屋を含む。）をいう。

(２) 発電システム 家屋の屋根等への設置に適した、低圧配電線と逆潮流有りで連系した太陽

光を利用して発電を行う設備で、未使用のものをいう。

(３) 薪ストーブ 薪及び木材の端材を燃料として使用し、二次燃焼機能を有するストーブで未

使用のものをいう。

(４) 蓄電システム 新設又は既存の発電システムと連携するリチウムイオン蓄電池及び電力

変換装置で構成される住宅用設備で、未使用のものをいう。

(５) 電気自動車等充給電設備 新設又は既存の発電システムと連携する電気自動車又はプラ

グインハイブリッド自動車の充電及び当該電気自動車等から住宅に電力の供給を行うシステ

ムで未使用のものをいう。

(６) ＨＥＭＳ 新設又は既存の発電システムと連携するシステムで次に掲げる条件を満たす

ものをいう。

ア 居住者が使用する空調、照明等の電力使用量を個別に計測及び蓄積ができること。

イ 電力使用量の「見える化」が図られていること。

ウ 「ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ」規格を標準的なインターフェースとして搭載していること。

エ 空調、照明等の電力使用を調整するための制御機能を有していること。

オ 設置時点で未使用であること。

(７) 発電システム等付建売住宅 第２号の設備及び第４号若しくは第５号又は前号のいずれ

か（以下「発電システム等」という。）が設置された住宅で、建売住宅供給者等により販売さ

れた建売住宅をいう。

(８) 薪ストーブ付建売住宅 薪ストーブが設置された住宅で、建売住宅供給者等により販売さ

れた建売住宅をいう。

（補助金の交付対象）

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
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(１) 市内に住所を有する者

(２) 対象住宅に発電システム等若しくは薪ストーブを設置した者又は発電システム等付建売

住宅若しくは薪ストーブ付建売住宅を購入した者

(３) 電力会社と電力受給契約又は発電量調整供給契約を締結した者（発電システム又は発電シ

ステム等付建売住宅に係る補助金を受けようとする場合に限る。）

(４) 市長が別に定める期間内に第６条第１項の規定による予約申請及び第８条の規定による

交付申請が可能な者

(５) 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）又はその同一世帯に属する

者が別表に掲げる市税等を滞納していないこと。

２ 前項に該当する者であっても、この要綱による補助金又は過去に東かがわ市の発電システム等

又は薪ストーブの設置にかかる補助を受けた者で、引き続き当該補助の対象となった発電システ

ム等又は薪ストーブを所有するものは、この要綱による補助金を受けることができない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

（１）当該補助の対象となった設備の法定耐用年数が経過している場合

（２）過去に補助を受けていない設備に対して補助申請を行う場合

３ 蓄電システム及び電気自動車等充給電設備については、どちらか一方のみ補助金の交付対象と

する。

４ 東かがわ市ゼロエネルギーハウス普及促進補助金交付要綱（令和５年東かがわ市告示第○号）

による補助金の交付を受ける場合は、発電システムについては、この要綱による補助金の交付の

対象としない。

（補助対象経費）

第４条 補助金の交付対象となる発電システムの経費は、次に掲げる経費の合計額とする。

(１) 発電システムを構成する機器であって次に掲げるものの購入費

ア 太陽電池モジュール

イ 架台

ウ 接続箱

エ 直流側開閉器

オ インバータ

カ 保護装置

キ 発生電力量計

ク 余剰電力販売用電力量計

(２) 発電システムの設置に係る配線及び配線器具の購入費

(３) 発電システムの設置に係る工事費

２ 補助金の交付対象となる薪ストーブの経費は、次に掲げる経費の合計とする。
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（１） 薪ストーブ本体（煙突を含む。）購入費

（２） 薪ストーブの設置に係る工事費

３ 補助金の交付対象となる蓄電システムの経費は、次に掲げる経費の合計とする。

（１） 定置型リチウムイオン蓄電池の購入費

（２） 電力変換装置の購入費

（３） 蓄電システム設置に係る工事費

４ 補助金の交付対象となる電気自動車等充給電設備の経費は、次に掲げる経費の合計とする。

（１） 電気自動車等充給電設備の購入費

（２） その他付属機器（計測表示装置、配線、配線器具等）の購入費

（３） 電気自動車等充給電設備の設置に係る工事費

５ 補助金の交付対象となるＨＥＭＳの経費は、次に掲げる経費の合計とする。

（１） 機器本体（データ集約機器、通信装置、制御装置及びモニター装置（パソコン、タブレ

ット、スマートフォン及びテレビ）は補助対象外とする。）の購入費

（２） 計測機器（電力使用量の計測に係る電力量センサ、タップ型電力量計、計測機能付分電

盤等）の購入費

（３） ＨＥＭＳ設置に係る工事費

（補助金の額の算定方法）

第５条 補助金の額は予算の範囲内とし、補助金の交付対象となる設備に応じて次に掲げる方法に

より算出した額の合計（その額に1,000 円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とす

る。）とする。

（１） 発電システム ５万円に発電システムを構成する太陽電池の最大出力値（単位はキロワ

ットとし、１キロワット未満の端数があるときは、小数点以下第３位を四捨五入する。）を乗

じて得た額（その額が10万円を超えるときは、10万円を限度とする。）

（２） 薪ストーブ 前条第２項に規定する経費の合計額の10 分の１ 又は10万 円のいずれか少

ない額

（３） 蓄電システム 前条第３項に規定する経費の合計額の10 分の１ 又は10万 円のいずれか

少ない額

（４） 電気自動車等充給電設備 前条第４項に規定する経費の合計額の10分の１又は10万円の

いずれか少ない額

（５） ＨＥＭＳ 前条第５項に規定する経費の合計額の４分の１又は５万円のいずれか少ない額

（予約の申請等）

第６条 申請者は、発電システム等又は薪ストーブに係る設置工事の着手前（発電システム等付建

売住宅又は薪ストーブ付建売住宅を購入する場合にあっては、購入前）に補助金交付予約申請書

（様式第１号。以下「予約申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ
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ばならない。

(１) 発電システム等又は薪ストーブの設置場所付近の見取図

(２) 工事着工前の現況を確認できるカラー写真（発電システム等付建売住宅又は薪ストーブ付

建売住宅を購入する場合にあっては、当該建売住宅のカラー写真）

(３) 工事請負契約書等の写し（補助対象経費の内訳が明記されており、発電システムにあって

は太陽電池モジュールの最大出力（キロワット）が、蓄電システムにあっては蓄電容量（キロ

ワットアワー）が確認できるもの）

(４) その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたと

きは、補助金交付予約番号通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（計画変更の届出）

第７条 前条第２項の規定による通知を受けた申請者（以下「予約者」という。）は、次の各号の

いずれかに該当する場合には、補助金計画変更届出書（様式第３号）を速やかに市長に提出しな

ければならない。

(１) 予約申請書の内容を変更しようとするとき。

(２) 発電システム等又は薪ストーブの設置（発電システム等付建売住宅又は薪ストーブ付建売

住宅の場合にあっては、当該購入）を中止しようとするとき。

（交付の申請）

第８条 予約者は、当該発電システム等又は薪ストーブに係る設置工事を完了したときは、補助金

交付申請書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、

第２号及び第３号については発電システムを設置した場合又は発電システム等付建売住宅を購

入した場合に、第７号については発電システム等付建売住宅又は薪ストーブ付建売住宅を購入し

た場合に限る。

(１) 発電システム等又は薪ストーブの設置に係る領収書の写し及び領収内訳書の写し

(２) 太陽電池モジュールの製造番号表（様式第４号の２）

(３) 電力会社との電力受給契約書又は発電量調整供給契約書の写し

(４) メーカーが発行した保証書の写し

(５) 発電システム等又は薪ストーブの設置状況を示すカラー写真

(６) 申請者本人が発電システム等又は薪ストーブを設置した住宅に居住していることを示す

住民票（世帯全員分）の写し

(７) 発電システム等付建売住宅又は薪ストーブ付建売住宅の売買契約書の写し

(８) 既存の発電システムに蓄電システムを設置した場合は、一般社団法人太陽光発電協会が発

行する「再生可能エネルギー発電事業計画の変更認定について」の写し、又は電気事業者が発

行する蓄電池の設置内容がわかる書面の写し
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(９) ＨＥＭＳを設置した場合は、その品名（型番）が確認できるカタログ等の写し

(10) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第９条 市長は、前条の補助金交付申請書の提出があったときは、速やかに審査し、必要に応じて

現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を決定し、補助金交付決定通知書（様式第５

号）により通知するものとする。

（補助金の交付）

第10条 前条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、速やか

に、市長に補助金交付請求書（様式第６号）により補助金の交付の請求をし、市長は、当該請求

に基づき補助金を交付するものとする。

（処分の制限）

第11条 補助事業者は、発電システム等又は薪ストーブの法定耐用年数の期限内において、当該発

電システム等又は薪ストーブを処分しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式

第７号）を市長に提出し、その承認を得なければならない。

（交付決定の取消し）

第12条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(２) 補助金の交付の条件に違反したとき。

(３) 前条の規定に違反して発電システム等又は薪ストーブを処分したとき。

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたとき。

２ 市長は、前項の取消しをしたときは、補助金交付決定取消通知書（様式第８号）により理由を

付して申請者に通知する者とする。

（補助金の返還）

第13条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているとき

は、当該補助金の交付を受けた者に対し、補助金返還通知書（様式第９号）により期限を定めて

その返還を命ずるものとする。

（協力）

第14条 市長は、補助事業者に対し、補助対象の発電システムの売電量、薪ストーブの薪使用状況

等に関する情報の提供その他の協力を求めることができる。

（その他）

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）
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１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の日の前日までに、東かがわ市住宅用クリーンエネルギー設備設置費補助金交

付要綱（令和４年東かがわ市告示第22号）の規定に基づき提出された予約の申請等に係る補助金

の交付については、なお従前の例による。

（失効）

３ この告示は、令和13年３月31日限り、その効力を失う。

別表（第３条関係）

市税等

１ 東かがわ市税条例（平成15年東かがわ市条例第53号）に規定する市税

２ 東かがわ市国民健康保険税条例（平成15年東かがわ市条例第55号）に規定する国民健康保険

税

３ 東かがわ市介護保険条例（平成15年東かがわ市条例第99号）に規定する保険料

４ 東かがわ市後期高齢者医療に関する条例（平成20年東かがわ市条例第２号）に規定する保険

料

５ 東かがわ市奨学金条例（平成15年東かがわ市条例第150号）に規定する奨学金の返還金

６ 東かがわ市学校給食費徴収規則（平成23年東かがわ市教育委員会規則第１号）に規定する給

食費

７ 東かがわ市放課後児童クラブ条例（平成18年東かがわ市条例第22号）に規定する会費

８ 東かがわ市子どものための教育・保育に関する利用者負担額等を定める条例施行規則（平成

26年東かがわ市規則第30号）に規定する利用者負担額

９ 東かがわ市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成15年東かがわ市条例第64号）に規定す

る一般廃棄物の手数料

10 東かがわ市営住宅条例（平成15年東かがわ市条例第129号）に規定する家賃

11 東かがわ市下水道条例（平成15年東かがわ市条例第140号）に規定する使用料

12 東かがわ市下水道事業受益者負担金徴収条例（平成15年東かがわ市条例第141号）に規定する

負担金

13 東かがわ市下水道事業受益者分担金徴収条例（平成29年東かがわ市条例第36号）に規定する

負担金

14 東かがわ市公共下水道区域外流入条例（平成29年東かがわ市条例第37号）に規定する使用料
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15 東かがわ市農業集落排水処理施設条例（平成15年東かがわ市条例第138号）に規定する使用料

16 東かがわ市農業集落排水事業分担金徴収条例（平成15年東かがわ市条例第139号）に規定する

分担金

17 住宅新築資金等貸付けに係る経過措置に関する条例（平成15年東かがわ市条例第73号）に規

定する住宅新築資金等の償還金


